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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期
第１四半期
連結累計期間

第14期
第１四半期
連結累計期間

第13期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 125,163 246,129 769,304

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △16,916 △110 1,864

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）
（百万円） △16,834 △461 △12,270

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △17,202 1,264 △1,211

純資産額 （百万円） 386,491 403,994 402,626

総資産額 （百万円） 730,953 843,788 831,622

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△）
（円） △28.02 △0.77 △20.42

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） - - -

自己資本比率 （％） 52.7 47.7 48.2

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間（以下、「当四半期」という。）の中小型ディスプレイ市場では、スマートフォン

メーカー各社のハイエンドモデル用途に、Full-HD（1080×1920画素）超の高精細ディスプレイの出荷が拡大し、

市場を牽引しました。一方、一部のスマートフォン用ディスプレイの市場価格に下落が見られ、ハイエンド製品に

比べスペックの劣るミドルクラス以下のディスプレイにおいては価格の下落が顕著でした。

当社グループにおいては、前年同四半期において低調であった欧米地域の顧客向けのスマートフォン用ディスプ

レイ販売が好調に推移したことに加え、中国顧客向けの販売が前年同四半期に比べ拡大したこともあり、当四半期

の売上高は前年同四半期を大きく上回りました。なお、受注生産の高付加価値ハイエンドスマートフォン用ディス

プレイを主として販売する当社では、市場価格低下の影響は、当四半期においては軽微でした。

以下はアプリケーション分野別の状況です。

 

（モバイル分野）

当分野には、スマートフォン、タブレット、携帯電話端末用のディスプレイが含まれます。当四半期のモバイル

分野の売上高は、売上高の85.3％を占める209,913百万円（前年同四半期比132.4％増）となりました。

当四半期は、欧米地域の大口顧客向けの販売が、当該顧客の好調な製品販売を背景に前四半期会計期間と同様の

高めの水準で推移しました。また、スマートフォンメーカーの集中する中国・アジア地域向けでは、WQHD

（1440×2560画素）を含む精細度の高いスマートフォン用ディスプレイの売上高が増加しました。

 

（車載・C&I・その他分野）

当分野には車載用、デジタルカメラやゲーム機等の民生機器用、医療用モニター等の産業用のディスプレイの

他、特許収入等が含まれます。当四半期の車載・C&I・その他分野の売上高は、売上高の14.7％を占める36,215百

万円（前年同四半期比3.9％増）となりました。

当四半期は、欧州顧客向けを中心に車載用ディスプレイの販売が安定的に推移したほか、民生機器用ディスプレ

イの販売も堅調でした。

 

当社グループの当四半期の実績は、欧米地域の大口顧客および中国向けの出荷が前年同四半期比で大幅に増加

し、売上高は246,129百万円（前年同四半期期比96.6％増）となりました。営業利益は、売上高の大幅な増加によ

る売上総利益の改善により2,244百万円（前年同四半期は営業損失12,696百万円）となりました。経常損益につい

ては、営業外で為替差損が生じたことなどにより経常損失110百万円（前年同四半期は経常損失16,916百万円）と

なり、親会社株主に帰属する四半期純損失は461百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失

16,834百万円）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は6,128百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,840,000,000

計 1,840,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 601,411,900 601,411,900
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内

容に制限のない、標

準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 601,411,900 601,411,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日

（注）

24,000 601,411,900 6 96,863 6 123,847

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

601,404,400
6,014,044

株主としての権利内容

に制限のない、標準と

なる株式

単元未満株式
普通株式

7,500
－ －

発行済株式総数 601,411,900 － －

総株主の議決権 － 6,014,044 －

 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。
 
 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 94,643 66,425

売掛金 144,087 163,089

未収入金 62,764 69,416

商品及び製品 30,730 36,108

仕掛品 53,863 53,042

原材料及び貯蔵品 28,815 27,871

繰延税金資産 13,587 13,822

その他 8,399 10,805

貸倒引当金 △200 △208

流動資産合計 436,691 440,373

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１ 83,916 ※１ 83,262

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 141,642 ※１ 134,851

土地 10,899 14,640

リース資産（純額） 69,453 64,119

建設仮勘定 29,108 46,339

その他（純額） ※１ 13,865 ※１ 14,273

有形固定資産合計 348,886 357,486

無形固定資産   

のれん 20,917 20,952

その他 ※１ 12,092 ※１ 11,624

無形固定資産合計 33,010 32,576

投資その他の資産   

その他 15,380 15,727

貸倒引当金 △2,345 △2,376

投資その他の資産合計 13,034 13,351

固定資産合計 394,930 403,415

資産合計 831,622 843,788

負債の部   

流動負債   

買掛金 197,103 216,724

1年内返済予定の長期借入金 8,647 8,791

リース債務 26,928 30,937

未払法人税等 1,515 823

賞与引当金 5,923 3,684

前受金 65,272 72,720

その他 43,294 39,630

流動負債合計 348,684 373,311
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

固定負債   

長期借入金 8,870 6,561

リース債務 39,068 28,226

退職給付に係る負債 31,654 30,974

その他 718 720

固定負債合計 80,311 66,482

負債合計 428,995 439,793

純資産の部   

株主資本   

資本金 96,857 96,863

資本剰余金 257,044 257,040

利益剰余金 35,220 34,758

自己株式 △70 -

株主資本合計 389,051 388,662

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 19,838 21,241

退職給付に係る調整累計額 △7,907 △7,677

その他の包括利益累計額合計 11,930 13,563

非支配株主持分 1,643 1,768

純資産合計 402,626 403,994

負債純資産合計 831,622 843,788
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 125,163 246,129

売上原価 126,045 228,265

売上総利益又は売上総損失（△） △882 17,863

販売費及び一般管理費 11,814 15,618

営業利益又は営業損失（△） △12,696 2,244

営業外収益   

受取利息 37 34

受取賃貸料 117 116

業務受託料 166 199

補助金収入 - ※１ 1,737

その他 185 121

営業外収益合計 507 2,209

営業外費用   

支払利息 695 591

固定資産圧縮損 － ※２ 1,630

為替差損 3,337 1,855

その他 693 488

営業外費用合計 4,726 4,565

経常損失（△） △16,916 △110

税金等調整前四半期純損失（△） △16,916 △110

法人税等 △186 266

四半期純損失（△） △16,729 △376

非支配株主に帰属する四半期純利益 104 84

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △16,834 △461
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △16,729 △376

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △681 1,411

退職給付に係る調整額 208 229

その他の包括利益合計 △472 1,641

四半期包括利益 △17,202 1,264

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △17,303 1,171

非支配株主に係る四半期包括利益 101 92
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更を行っております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株

主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期

連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び

事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　国庫補助金等により固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳累計額は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

建物及び構築物 29百万円 29百万円

機械装置及び運搬具 11,734 13,364

その他（有形固定資産） 114 114

その他（無形固定資産） 47 47

計 11,926 13,556

 

　２　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と貸出コミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

貸出コミットメントの総額 37,500百万円 37,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 37,500 37,500

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　補助金収入

　次世代中小型ディスプレイの研究開発に伴う経済産業省からの先端設備等投資促進事業費補助金であり

ます。

 

※２　固定資産圧縮損

　上記※１の受入による圧縮額であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次の通りであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 16,595百万円 19,602百万円

のれんの償却額 517 715

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、中小型ディスプレイ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 28.02円 0.77円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（百万円） 16,834 461

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（百万円）
16,834 461

普通株式の期中平均株式数（株） 600,810,802 601,394,417

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

- -

（注）１．「ジャパンディスプレイ持株会専用信託」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期連結累計期間

577,098株、当第１四半期連結累計期間7,725株）。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ジャパンディスプレイ(E30481)

四半期報告書

13/16



２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

株式会社ジャパンディスプレイ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 目加田　雅洋　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宮原　正弘　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田中　徹　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャパ
ンディスプレイの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月

１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジャパンディスプレイ及び連結子会社の平成27年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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